
「海洋再生可能エネルギー利用促進に関する今後の取組方針」について

①海域利用における関係者との調整のあり方
・他の海域利用者との共存共栄を図り、地域毎に総合
的な観点からの調整を行うため、地方公共団体の調整
役としての役割が重要。

・地域協調型・漁業協調型の海洋再生可能エネルギー
利用メニューの作成、公表。

・各種海洋情報の充実、海洋台帳の整備。

・既に管理者が明確な海域での、本来の目的や機能に
支障のない範囲における先導的な取組み。

①「実証フィールド」の整備
・開発コストの低減、民間の参入意欲の向上、産業の国際競争力強
化、関連産業集積による地域経済活性化を図るため、実証実験のた
めの海域を提供する、いわゆる「実証フィールド」を、順次、整備。

・H２４年度中に候補地の公募条件を公表、Ｈ２５年度に最初の選定。

海洋再生可能エネルギーを我が国のエネルギー供給元の一つとして活用するとともに、持続可能な低炭素社会の構築
の観点から、以下の施策について、政府一丸となって取組みや検討を進めていく。

（１）実用化に向けた技術開発の加速のための施策

（２）実用化・事業化を促進するための施策

②他の関連施策との有機的な連携
・技術開発支援の充実、実証フィールドの活用との有
機的な連携。

・実証試験等の実施に当たり技術的な課題をクリアし
ているかを第３者が評価する仕組みについて検討。

②海域利用に係る法制度
・海域利用のルールを明確化するための法制度の整備。

③海洋構造物や発電機器の安全性の確保
・海洋構造物等の安全性を担保する制度について検討。

・我が国の技術を背景とした国際標準化等の主導。

④適切な環境影響評価のあり方
・洋上風力発電事業の環境影響評価に関し、技術的手法を検討。

・風力以外の海洋再生可能エネルギーについても検討。

⑤普及・コスト低減への取組み
・効率的、計画的な海底送電ケーブルの敷設について検討。

・大型化する風車等を洋上で安全かつ効率的に設置・メンテナンス
するためのインフラや作業船等の整備方策について検討。

海洋再生可能エネルギー利用の重要性

・福島原発事故後の「エネルギー基本計画」見直しの動きの中で、再生可能エネルギー開発・利用の一層の加速が必要。
・日本周辺海域の再生可能エネルギーには陸上以上のポテンシャルがあり、それらを利用した発電技術の早期実用化が重要。
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